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中国の自動車部品産業における戦略的資産取得のー研究

一日系自動車メーカーと部品メーカーとの取引関係を中心に一

はじめに

1986年に中国政府は自動車産業を「支柱産業J
と定め、手厚い保護政策を採った。その後、中国

の自動車市場は驚異的な成長を続け、 2012年の販

売台数は1930.64万台に達した。これにより、前年

比4.3%増えて、増加率が4年連続で世界ーになっ

た。中国経済が飛躍的に発展することで、世界最

大の市場の可能性が見え始め、 90年前後から、各

国自動車メーカーは相次いで、中国市場へ参入しつ

つあるo

自動車が2--3万点の部品から構成される複雑な

製品特性を持つことを考えると、自動車メーカー

の中国展開には部品をどこから供給するかが課題

になる。「中国部品業界市場調査報告書(上海発)J

によると、 wro加盟後の10年間、中国の自動車工
業は急速に発展し、それに伴い自動車部品業界へ

の需要も年々拡大し、2005年から2010年にかけて、

自動車部品業界の販売収益も継続して増加傾向を

保っている。 2008年の世界経済危機の影響により

一度は成長が鈍くなったものの、 2∞9年から状況
は改善しており、2010年には再度大幅な収益増加、

成長率上昇がみられ、その増収幅は44.21%を記録

した。 しかし、国務院法務部の最新の発表による

と、中国自動車部品産業の大部分が外資によって

占められており、国産部品の販売収入は業界全体

の20%から25%に過ぎないことがわかる。強力な海

外メーカーが中国において自動車部品の合弁会社

を次々と設立するに伴い、事業規模を拡大する合

弁企業は中国自動車部品業界を益々席巻しつつあ

るo

日本の自動車メーカーが10年前に中国市場へ参

入した際、部品供給は系列メーカーに全面的に依

徐 紅陽

存していた。コスト抑制のため系列部品メーカー

にも現地生産化を進めるよう求めている。今では

日産自動車やホンダは車種によっては現地の部品

調達率が90%を超えているが、系列メーカーの中

国で生産した部品は日本からの輸入に依存してお

り、たとえ中国で製造しでも中国系部品メーカー

の製品よりも値段が高い。東風日産の購買部門の

シニア・パイス・プレジデントである、山崎庄平

氏は「なんと言っても中国系部品メーカーの方が

安いJと指摘した。部品の品質を犠牲にすること
なくいかに安価に部品を調達するかということ

は、とりわけ外部から購入する部品のコストが製

造原価の7--8割を占めるような自動車産業におい

ては、競争力を決める重要な要因となる。したがっ

て、「ものづくりJで支えられている日系自動車
メーカーが中国市場で競争優位を維持するには、

高品質を追求しながら、部品のコスト削減に工夫

が必要だと思われるo 将来的に日系自動車メー

カーは価格に優位性を持っている中国系の部品

メーカーとの取引にシフトしていく可能性が高い

と思われる。

それでは、中国系部品メーカーを見てみよう。

日本をはじめ先進国の自動車部品メーカーの中国

進出によって、技術連携、管理体制において中国

系の自動車部品サプライヤーに大きな影響を与え

てきた。中国の自動車部品産業は世界市場におい

てまだ競争力があると言い難いが、世界の主要自

動車メーカーの大規模な投資と園内の自動車部品

メーカー聞の激しい競争を通じて、競争力は着実

に上がってきている。しかし2万以上の中国系部

品メーカーの中でも、日本の自動車メーカーと取

引するメーカーは極めて少ない。中国の製造業者

が経験を積むにつれ、中国製部品の品質を改善し
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てきたが、日本製の水準には依然として遠く及ば

ないというのが業界関係者の見立てである。成長

が著しい中国といえども外資系メーカーの技術、

品質などの要求に応えられるサプライヤーがまだ

少ないのが現状である。

外資に占められている中国自動車市場では、日

系自動車メーカーが競争の中で勝ち抜くために

は、部品のコスト削減に工夫しなければならない。

すなわち、中国系部品メーカーに高品質、低価格

の製品を供求する力を求めている。それは、中国

系部品メーカーに対して、チャンスである。そこ

で、日系自動車メーカーとの取引を増やすために、

技術不足の中国部品企業はどのような対応をとら

なければならないのであろうか?

そこで、本稿は日系自動車メーカーと部品メー

カーとの取引関係を明らかにし、中国系部品メー

カーが、技術力=競争力向上のために行う手法と

しての戦略的資産取得という手法について考察す

ることが課題である。

中国自動車部品産業の競争力を高める方法が

多々あると言われているが、本稿では日系自動車

メーカーが求めている高品質の面から技術力の向

上、プランド力の強化という視点から戦略的資産

取得という手法を用いて分析していく。そこでま

ずは、戦略的資産取得の概念について先行研究を

紹介する。

1990年にDunningは、「創造性資産 (Created

asset) Jという概念を提出した。それは、対外直

接投資の以前にすでに所有特殊優位があることを

前提にするのではなく、むしろ、その獲得や発展

のために対外直接投資を行うタイプの対外直接投

資であった1)。この概念により多国籍企業が優位性

を獲得していくプロセス (investmentdevelopment 

pa'由:IDP)が明確になっただけでなく、この概念は

発展途上国の多国籍企業分析にも適合的であった。

1993年にTransnationalCorporations and 

Management Division Department of Economic 

and Social Development United Nations[1993]は、

途上国からの多国籍企業化の動機のーっとして

「技術探求型FDIJを位置づけた2)。中国でも康・

桐[2∞2]は華人企業が比較的早くに対外直接投資
を増やすのはなぜなのか、問題への回答としての

この枠組みを用いて説明を行っているo

ダニングらの議論は.途上国からの多国籍金業を

テーマにしたUNCTADのWorldInvestment Report 

2(脱 (UNCTAD[2∞6])に結実したo同書は，発展
途上国からの多国籍企業化の動機と戦略として，市

場追求 (Market-seeking)，効率性追求 (Efficiency-

seeking)，資源追求 (Resource-seeking)，創造性資

産追求 (Createdasset-seeking)，その他(国家の

戦略資源の獲得.国家としての後発性利益として

の知識獲得目的)を挙げた。特に注目されるのは.

創造性資産追求 (Createdasset-seeking)である。

これこそが.まさに対外直接投資において事前に

企業特殊優位が存在することを必ずしも前提にせ

ず.投資後にむしろ競争優位を獲得していくとい

う類型である。同書は中国多国籍金業のうち，51%

が創造性資産獲得を重要な動機と見なしていると

している3)。

その後，この創造性資産追求(ないし「戦略的

資産追求 (S回 tegicAsset-seeking) (国家戦略型で

はない)は中国多国籍企業分析の重要なキーワー

ドのーっとなった。 (Deng[2007]，呉 [2∞8].杜
[2012]など)。技術獲得型ないし戦略的資産獲得型

の対外M&Aの分析も少なくない(王謙等 [2010]，

R凶&Yip [2∞8]など)九
具体的には、通信産業の事例では戦略的資産取

得(萎[2010][20日])、工作機械産業の事例研究(韓

[2012])、レノボによるIBMの事業買収の事例研究

(夏目、陸[2014])などがあるo

対外直接投資による戦略的資産取得は中国企業

にとって技術獲得、国際競争力を強化する有効な

方法だと思われるが、中国の自動車部品産業にお

いて、戦略的資産取得に関する研究がまだ少ない。

実際に中国自動車部品サプライヤーが海外企業を

買収する事例はすでに多く存在し、成功した事例

も報告されている。そこで、 ICT産業において示

された戦略的資産取得について自動車部品産業に

もこのような傾向がるかどうかについて検証する

ことが本稿の目的である。
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第一章 中国における日系自動車メー

カーと部品メーカーの取引実態と課題

世界の自動車の生産・販売市場において、大き

な地殻変動が生じている。 2009年、中国は自動車

の生産台数・販売台数ともに日米を抑え、世界第

一位となった。生産台数は前年比48.3%増の1，379

万台となり、それまで世界1位であった日本を上

回っている。販売も1.364万台と、米国を抜いて

世界最大の市場となっているo さらに、中国汽車

工業協会の2015年の中国における自動車の生産台

数予測は1，800万台となっている九

1、日系部品メーカーの対中国戦略

中国の自動車産業の発展に対して、日系自動車

サプライヤーはどのような対応をみせているだろ

うか。この点についていうと、サプライヤーと一

口にいっても、その技術分野の違いや労働集約度

の違い、そして特定自動車メーカーとの系列取引

の度合いや独自の戦略判断の違いなどを反映し

て、対中国戦略はかなり多岐にわたっている。

トヨタ系自動車部品メーカーでは、 1989年に自

動車用ランプの小糸製作所が上海に進出したが、

これが日本の主要自動車部品では初の中国進出と

なる(図表1)。当時は日系メーカーがまだ進出し

ておらず、フォルクスワーゲンからの要請による

ものといわれる。その他のトヨタ系部品企業の進

図表1 トヨタ系部品メーカーの中国進出状況

現.金自民各 .~院内w 強主量r.

HU'O..事 ~.血*jf(J解伝俗信f宇(40 .越ジaイントの製遺 l伺S司R
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叉.量m.遺.件【ft) 像通..ut~僅.t健 l縛7.1
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叉樟電機電子(#) 0..111電子.晶 1991. 
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出所:稲垣清 (2002)r中凶進出企業地図 メイド・イン・チャイナの展開J蒼蒼社
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図表2 ホンダ系自動車部品メーカーの中国進出状況

現地企業名 事業内容 股立年

ユタカ技研 重慶金壷機械(有) 四輪用触媒コンパータなどの製造 l鈎5年

ヒラタ・本郷 アコード等の車体骨格部品の製造 2∞l年|
ケーヒン 湛江徳利化油器(有) 二輪・四輪用気化器の製造 1992年

南京京浜化油器(有) ニ輪用気化器の製造 l鈎7年

合志技研 夫常合志機動車配件(有) 自動車部品の製造・加工・販売 l鈎4年

ショーワ 広州昭和減震器{宥) ショックアプソーパーの製造 l鈎4年

四川寧江昭和滅震器(有) ショックアプソM パーの製造 1996年

ホンダロック 広東関カホンダ襲鎖(有) 二輪・四輪用キーロック，四輪用搬送品製造 l鰯年|

本田金属技櫛 聾慶本悶金騰(有) 二輪・四種汎用車用エンジン部品 l鈎5年

山田製作所 成都夫興山間寧用部品(有) 二輪用部品の製造・販売 1鈎5年

ミツ I~ 広州三業電機(有) 二輪・四輪用電装部品の製造・販売 l卿年

三業電様(青島)(宥} 二輪・四輪用電装部品の製造・販売 初02年

出所:稲垣清 (2∞2)r中国進出企業地図 メイド・イン・チャイナの展開』蒼蒼社

出は、天津トヨタの本格的乗用車生産を契機とし

たものであり、現在では天津地域への集中が見ら

れる。

ホンダ系部品メーカーでは、二輪が早くから中

国に複数の拠点を構えていたこともあり、最も早

い合弁は、気化器を製造しているケーヒンであり、

1992年に広東省に設立されている(図表2)。

ただしこのトヨタ系、ホンダ系というグループ

には、日本のサプライヤーのなかでもすぐれた要

素技術を持ったものが多いため、これまで取引関

係の深かった日本のOEM(Original Equipment 

Manufacturing :相手先プランド品製造)アッセン

プラー向けだけでなく、欧米系自動車メーカー、

例えば上海vw、上海GMといった外資系中国自動
車メーカーに接近し、日系、外資系など複数の納

入先の確保を狙うものも出てくるだろう。

独立系部品メーカーの中国進出の特徴は，進出

時期が1994年と95年に集中していることであろ

う。特に、95年には一年間に9件もの進出が確認で

きるo もう一つの特徴は， 100%出資での進出が多

いことであろう。

これからの中国ではローカルの部品産業の再

編・統合が進むなかで、部品産業の国際競争力、

特に輸出競争力を強化する動きが強まると思われ

る。中国側は部品産業のなかでも成長潜在力があ

り、かっこれまでの中国の部品産業の弱点であっ

た電子部品や高度なシステム部品や機能部品、エ

ンジン・パワートレインの高度な技術、環境浄化

技術、精密金型や治具類、素型材生産、例えばダ

イキャスト(金型鋳造)やその加工技術などの分

野での技術移転を急務としており、外資系企業は

これらの分野でローカル企業との合弁、もしくは

リスクは高いが独立資本による進出も考えられ

る。また中国が部品産業再編のひとつの目玉とし

ようとしているオープン.アーキテクチャ一志向

の強いモジュール・サプライヤーについても、単

純なオープン・モジュールだけでなく、より高度

な設計能力を必要とする複合モジュール・サプラ

イヤーになる可能性もある。この点については設

計思想の違いと絡んださまざまなコンセプトがあ

り、コンセプトの一貫性がないとその成否は一概

に論じられないという点があることに留意する必

要があろう九
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2、自動車部品産業における日中間取引の変化と諸

課題

2-1 日系メーカーの調達方針の変化

日系自動車メーカーの調達実態、及び方針には

進出形態が色濃く反映されている。日系自動車

メーカーは欧米系自動車メーカーと比べて中国進

出に遅れをとっていたため、信頼のおける国内の

系列部品メーカーを引き連れて、中国での生産体

制を急ピッチで立ち上げる必要があった。それが、

外資系、中国系と比較して部品メーカーの絞込み

が進んでいる結果、製造拠点の立地、自社との資

本関係の重視にも繋がっているものと思われる。

つまり、日本式調達方法を中国へ持ち込んだ格好

で、ある。しかも、提携を基礎とした下請けモデル

に当てはまる日系自動車メーカーは一次下請け、

二次下請けが日系系列メーカーを選択、三次下請

けが中国系部品メーカーを選択する特徴がある。

但し、系列メーカーは自動車メーカーからの依頼

により、生産こそ中国へ移管したが、原材料、部

品は日本から大半を輸入しているケースも想定さ

れるので、日系自動車メーカーの実態としての輸

入部品依存度は、それほど低くはないと思われる。

日本の自動車メーカーは系列取引を重視した部

品調達を進める傾向が強いので、日本から系列部

品メーカーを中国に進出させるケースも多い。し

かし、自動車メーカーに追随して中国に進出した

部品メーカーであっても、より厳しさを増す中岡

市場では、新たな価値を提供できなければ、既存

の取引が将来も継続する保障はどこにもない7)。

一方、見方を変えれば、顧客ニーズに対応し、

旧型車から新型車への生産体制への切替えや、高

い輸入部品から圏内調達への切替えを急ピッチで

進めている日系自動車メ}カーは、系列や既存の

取引関係の枠に囚われない部品調達先を模索して

いる。つまり、日系部品メーカーにとって、新た

な供給先を開拓する機会が多いとも言える。

2-2 日系メーカーの中国製部品の採用拡大

マツダ、 トヨ夕、日産など中国に進出した日系

自動車メーカーがすでに中国製部品の採用拡大戦

略をとっている白

フォードの年間部品調達額は約900億ドルとい

われているが、将来的には、そのうちの7-10%を

中国から調達することを検討している。2∞2年4月
にFordChina内に中国購買部門を設立した。それ

までの中国製部品の年間購買額は6億ドル程度で

あったが、 2003年には約10億ドルまでに引き上げ

る予定で、あった。フォードグループの一員である

マツダは、日本で生産する自動車に中国製部品を

積極的に活用することを明らかにした。同社は，

調達コスト削減などの理由から、海外製部品の調

達率を上げているが、中国製部品の拡大はその一

環であると思われる。

トヨタ自動車は2002年に第一汽車との包括提携

に調印し、中国での本格的な乗用車生産に踏み

切ったが、現地での部品調達の拡大にも取り組ん

だ。天津豊田のヴイオスのドア用鋼板は上海の宝

山鋼鉄(宝鋼)から購入するが、自動車用鋼板の

現地調達は日系メーカーとしては初めてであると

いわれている。天津豊田は、将来的には、さらに

高い技術が要求されるボディー用の表面処理鋼板

の宝鋼からの採用も検討していると言われた。

日産自動車も、 トヨタと同様、 2002年に入って

東風汽車との包括的提携を結んだが、系列部品

メーカーに対して中国進出を要請している。これ

に伴って、日産は中国事業での部品の現地調達率

を当初の40%から2006年までには60%にまで引き

上げる方針であった。日産も宝鋼からの自動車鋼

板の調達を実施する可能性が高いとされた8)。

このように、 トヨタ及び日産は、ー汽及び上汽

という現地有力グループとの包括提携を契機に中

国製部品の調達を拡大しようとしていた。そのほ

かのメーカーもコスト競争の観点から、様々なパ

ターンでの中国製部品調達を拡大していくものと

考えられる。
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図表3 醗査結果

務査の鏑入社数:臼本系自動率メーカー

一「合一日本系ssOIIメーカー

一一。一外資系iiIlOIIメーカー

問問俗一中関系器stitメーカー
周86.その他

内装ml&b 懸自足・制動車sOII

0:0絃 1:1社 2:2-10社
3:11-20t土 4 :21位以上

現在の婿入比率:日本系自動尊重メーカー

用品・その他

内Z菱自s&b 懸架・ ~J動l!I!ÕÌ1

0:0% 1 :0-30% 2:31-60% 
3:61-90% 4:91%以上

出所 アビームリサーチ (2005)

2-3 部品分野別の調達実態

部品分野別の調達実態と方向性を明らかにする

ために、ここではアビームリサーチ (2005)のデー

タを用いて分析していきたい。

まず、取引先部品メーカーもそれぞれ日系、外

資系、中国系に分けた。そしてさらに、自動車部

品の種類は多岐に渡るため、 ①エンジン部品、 ②

駆動・伝動 ・操縦部品、 ③懸架 ・制動部品、 ④電

子 ・電装部品、 ⑤車体 ・外装部品、 @内装部品、

⑦用品・その他の7つに分け、部品ごとの現在の購

入比率と取引社数について調査した(図表3)。レー

ザーチャートが外側にある程、購入比率と取引社

数が多いことを意味する九

部品ごとの調達を見てみると、興味深いことが

分かつた。

「車体・外装部品」、 「内装部品」、 「用品 ・その

他」は既にどの系列の自動車メーカーも、中国系

部品メーカーからかなり調達を進めている。特に、

「用品 ・その他」に至っては、ほほ100%中国系部

品メーカーから調達している。

しかし、日系自動車メーカーは、日系部品メー

カーの主たる供給先であるが、 「エンジン部品J、
「電子・電装部品」以外は、中国系部品メーカーか

らかなり調達している。

「エンジン部品J、「電子・電装部品Jといった技
術レベルの高い部品に閲して中国の自動車メー

カーカfまだ捉:1Jtできないということカtわかる。中

国の自動車部品企業が技術向上のためさまざまな

戦略に取り組んだが、日系自動車部品メーカーの

水準にはまだ達していないのが現状である。

このように、これまで中国自動車市場は、海外

自動車メーカーを中心に海外で生産していた車種

を仁1"国市場に投入したものが主流であったが、今

34 巾匡lの自動車部品産業における戦略的資産取得のー研究



2009年企業別売上高に占める研究開発費の割合
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海外依存度等の問題が浮かび、上がってきた。

この数十年来の中国の自動車部品産業の業績は

誰もが認めるところではあるが、先進国と比べる

と中国の自動車部品のグローパルなサプライ

チェーンとしての地位は非常に脆く 、近年益々深

刻化していることが窺える。本節では中国の自動

車部品業界が直面している問題について分析す

る。ジェ トロ (2011)は中国自動車部品産業の課

題を五つまとめた。すなわち、 l、深刻な需給バラ

ンスの崩壊と確立されていないパートナーシッ プ

2、周縁化する現地の自動車部品企業3、乏しい自

主開発能力とブランドの欠如4、未完備のアフター

サービス5、コスト管理の重圧である。「乏しい自

主開発能力とブランドの欠如」は以下のよう に指

摘されている。

自動車産業の発展に伴い、自動車部品産業もま

た国内の自動車生産システムを徐々 に整備しては

日本貿易振興機構(ジェトロ)(2012) p.9-12 

後、中国自動車メーカーも含め、中国独自のモデ

ル開発も進むと考えられる。部品調達の観点から

すると、系列別の遠いはあるものの、海外での取

引実績に縛られず、自由度が増すであろう。コス

ト削減の要求もあって、現地調達、ローカルの部

品メーカーの採用等が一層進む可能性がある。部

品メーカーの立場からする と、取引が流動的とな

るため、リスクも抱えるが、チャンスでもある。

出所

3、自動車部品産業おける諸課題

中国か~Oに加盟した後、中国の自動車部品産

業は、完全にオープンな環境に置かれ、元来から

の企業の多さに加えて、その規模の小ささ、供給

製品の品質の低さ、組織構造、製品構造等の問題

を改善する必要があることに加え、国際的な競争

圧力にさらされ、国際資本の管理の強化、 市場開

拓の難しさ、そして自動車関連企業のコア技術の
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いるものの、自動車部品メーカーは規模の小ささ、

低いリスクマネジメント能力、実用価値の低い技

術、持続的な発展能力の欠如などが常々指摘され

ており、特に乗用車のコア部品における技術面で

の劣勢が著しい。自主開発能力が劣る企業のほと

んどは研究開発に投入する予算が売上高の約2%

程度であり、グローパル企業の平均である 5%には

遥かに及ばない。研究開発費の不足は直接に研究

開発設備の不足につながり、また有能な人材の不

足も深刻な問題となっており、この研究開発能力

の低きがタイムリーに鏡争能力のある新製品を生

み出せない要因となっているo

海外部品メーカーの発展および世界での認知度

を比べると、中国の自動車部品メーカーのプラン

ドカは遥かに劣り、市場において自社プランドの

認知度が乏しいとプランド製品の欠如にもつなが

る。自主開発力の不足と自社製品の競争力の不足

は、中国の自動車部品産業の発展を著しく妨げ、

中国の自社プランドを掲げる自動車部品はまだグ

ローバルなサプライチェーンへと展開する準備が

完全に整っていない状況にあるlh

結論から言えば、現状、国内外資本企業の研究

開発力、生産規模、プランド影響力等に対して中

国製品がグローバルメーカーのハイエンド製品

(特にカーエレクトロニクス製品)に打ち勝つ技術

はなく、この分野においては著しい劣勢を強いら

れていることから、長期的に見れば、中国の自動

車産業の持続可能な発展のネックになることは間

違いないだろう。

このように、第一節、第二節で分析した日系自

動車メーカーと部品メーカーとの取引実態から見

ると、現在、中国の自動車部品産業が如何に技術

力を向上し、プランドカを強化すること、すなわ

ち第三節の「乏しい自主開発能力とプランドの欠

如Jについては、迅速に解決しなければならない
課題だと考えられるo そこで、 ICf産業において

示された技術獲得、国際競争力を上げる方法とし

ての戦略的資産取得について中国の自動車部品産

業にもこのような手法があるかどうかについて第

二章で検証していく。

第二章 戦略的資産取得一中国の自動車

部品産業の対抗策

1、戦略資産取得について

中国はこれまで「改革・開放」政策の下で外国

直接投資の誘致と対外貿易の拡大を推進してき

た。この二つの柱によって中国は30年にわたり高

度な経済成長を果たした。この外国直接投資の誘

致に対して、 1990年代後半から、対外直接投資の

形で海外に進出して世界規模でさらなる発展を図

る中国企業は増えてきている。特に2∞1年のwro
加盟以来、中国企業の対外直接投資は急増してお

り、中国政府も対外投資に対し従来の規制から支

援に転換している。現在、中国はすでに世界の対

外直接投資の大国となっている11)。

このような中国の対外直接投資には多くの投資

要因が見られるが、最近では、先進技術や管理ノ

ウハウ、販路、プランドなどの戦略的資産を獲得

する対外直接投資が増加する傾向にあり、特に大

規模な海外企業買収には戦略的資産の獲得という

目的が顕著である。

実際に、以前から多くの研究者がこの種の「直

接投資」を定義した。特に、 1990年にダニングが

提出した「戦略的資産取得Jの概念が注目に値す
る。

ダニングによると、「戦略的資産取得Jというの

は対外直接投資の以前にすでに所有特殊優位があ

ることを前提にするのではなく、むしろ、その獲

得や発展のために対外直接投資を行うタイプの対

外直接投資であった。

この概念により多国籍企業が優位性を獲得して

いくプロセスが明確になっただけでなく、この概

念は発展途上国の多国籍企業分析に適合するもの

であった。多国籍金業化の動機を見てみると、ダ

ニングは中国の多国籍企業のうち、 51%が戦略的

資産の獲得を重要な動機と見なしていると指摘し

た12)。

その後，この「戦略的資産取得 (5仕ategicAsset-

seeking)Jは中国多国籍企業分析の重要なキー

ワードのーっとなった。技術獲得型ないし戦略的

資産獲得型の対外M&Aの分析も少なくない13)。
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中国企業において最も典型的な事例は2ω4年の

レノボがIBMのPC業務を買収した事例である。買

収費用が17.5億ドルで、今まで中国の製造業の中

で最大の買収合併である。この買収によって、レ

ノボはIBMの業務のグローパル開発部隊、生産製

造機関、そして販売ルートを獲得しただけではな

く、高品質と高安定性を代表する勺binkPad"と

いうブランドもレノボのプランドとして使うよう

になった。現在、レノボは中国市場で最大のパソ

コンメーカーなのである14)。

中国の部品産業は現在、技術力、プランド力、

管理水準を向上しなければならない状況にあるo

その欠けているところがまさに「戦略的資産Jで
ある。それに、以上に述べたようにこの種の対外

直接投資が戦略的資産の獲得に繋がり、中国市場

における競争力を向上することができるのであ

る。

現在、このような対外直接投資を通じて戦略的

資産の獲得を目的とする中国の部品産業の投資行

動に関する既存の研究成果は少ない。そのため、

第二節では戦略的資産の獲得による所有優位を強

化することが中国市場における競争力向上につな

がる方法との見地から、中国部品企業の対外直接

投資の事例を詳しく分析していく。

2、戦略資産取得のケーススタデイ

一一北京京西重工によるデルフイの事業買収

2-1 買収の背景

第一章で考察したように、販売金額から見ると、

中国はすでに自動車大国と言える。しかし、外国

に依存したままであった。ここ数年、多くの部品

メーカーが外国企業の進出の影響と自身の努力で

技術開発力を上げてきているが、国際水準とは

ギャップがある。中国の消費者は海外のブランド

を好む傾向が強く、完成車メーカーが部品メー

カーを選択する際も同様に外資プランドを好む。

このような背景の下で、グローパル市場で成熟し

ているプランドを買収し、ハイエンドから市場に

入りこむことが中国系部品メーカーに対して賢明

な選択だと思われる。

デルフイはグローパル市場をリードする自動車

の電子部品とシステム技術のサプライヤーであ

るo 中国市場、さらにグローパル市場で非常に影

響力を持っている。しかし、 2005年から、自動車

業界のグローパル競争が激化するため、デルフイ

の業務に大いに衝撃をもたらした。これに加えて

労務コストの重圧、高騰する研究開発費と管理費

などによって、会社の業績は低迷し続け、破産へ

の途を辿っていた。苦境を抜け出すため、デルフイ

は戦略の再編計画を策定して一部の業務を切り離

して、電子と動力システムなどの主要業務に集中

するように取り組んだ。その中には、サスペンショ

ンとプレーキの二業務を売却することも含まれて

いた。その結果として、自動車部品産業を強化し

たい中国の企業家逮に貴重な機会を生み出すこと

になった15)。

2-2 買収の経緯

2009年3月3日、北京京西重工業有限会社は開催

の調印式を行った。

3月23日、会社は正式に設立し、資本金は8億元

で登録した。

北京京西重工は首鋼総公司、北京房山国資委と

民営自動車企業天宝グループの投資によってデル

フィを買収するために設立された会社である。そ

の出資のうち、首鋼総公司が4.08億元を出資し、総

資本の51%を占めているo 北京房山国資本経営会

社は2億元を出資し、総資本の25%を占めている。

天宝グループに所属する宝安投資発展会社が1.92

億元の出資で総資本の24%を占めている 16l。

京西重工が成立した三日後には、すぐに買収交

渉団体を編成し、アメリカへ派遣したo

いつもの買収のように、双方が主要買収協定に

ついて激烈な交渉を行い、最後に京西重工は35の

主要項目の中ですべて成果を得る結果となった。

しかしデルフイの最も心配することはこんな短い

時間で設立した会社は信頼できるか、ということ

であった。

この点に関して、問題はなかった。それは、買

収が政府主導であるため、営業許可証を容易に取

得することができているo3月23日、京西重工が営
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業許可証を取得したことをデルフイに伝えたとき

にデルフイはついに京西重工が「誠意かつ実力の

あるJ企業だと信じた。
3月30日、双方は正式に買収合意を締結した。デ

ルフィの業務は天宝グループが以前交渉する時に

比べてかなり減少したため、最終的には買収価格

を約9∞0万ドルで成功した。
また、京西重工とデルフイの買収協約によって、

業務買収とともない、京西重工はデルフィに属す

るブレーキとサスペンション関連の5つの工場、 4

つの研究開発センター、 14の技術サポートとアフ

タサービスセンターを全般的に取り継ぎ、管理す

るようになった。

2月20日の交渉開始から計算すると、首鋼が参与

してから協約を締結するまでに40日しか経つてな

い。京西重工がデルフイを買収することが業界内

でセンセーションを巻き起こした。その原因の一

つは、京西重工は設立したばかりで、誰もが知ら

ない会社であり、もう一つは、 l億ドルの買収価格

が当時中国自動車部品業界で海外企業を買収する

最大金額となっていたからである17)。

今回の「稲妻式買収」は北京市政府が自動車部

品産業の大企業化、ハイエンド化させる決意を表

した。しかし白紙に近い京西重工にとって、今後

の道の難しきも予想されるだろう。

2-3 買収後

首鋼総集団は鋼鉄を生産するのが主な仕事で、

デルフィはハイエンドのコア技術を持つブレーキ

とサスペンションを製造する会社である。両者の

仕事領域が全く異なり、会社の経営理念も異なる。

首鋼がデルフィを管理するにはもっと部品産業へ

の理解を深める必要がある。

i、融合とイノベーション

買収後に被買収金業の経営理念と管理方法が以

前と一致するとは限らない。どうすれば有効な管

理を行うことができるのか、また、有効な管理を

行うためにはどんなプロセスが必要なのかを分析

しなければならない。専門家の場合、すぐには取

り組むことができるが、素人のような京西重工に

おいて困難な課題となる。そのため、京西重工は

財務管理、予算管理、人員管理といった三つの方

面から手をつけることにした。制度を通じて行為

を規範に合わせ、権限を授けることを通じて行動

を制約する。このように少しずつで会社全体を把

握するようにしたのである。

経営部隊に対して、京西重工は元からあるチー

ムに十分な信頼を与え、運営モデルもそのまま継

続させた。同時に、取締役会の授権によって元の

経営部隊を経営し続け、更に十分な経営自主権を

持つようになった。グローパルな組織図を設計し、

構築する際、会社がフラット化を実現するために

は、管理層を最大限に減らし、経営コストを削減

しなければならない。

しかしすべての統合プロセスの中で、最も重要

になるのが人の統合である。「制度Jはあくまでも
手段の一つで、制度上の問題を解決できたとして

も、人の統合には「制度jでは解決できない。こ

の点に関して、京西重工は「尊重Jを提言した。
「尊重Jは基礎である。相互信頼することを基礎と
して、異なる背景、異なる文化の人を融合させる

ことができる。相互信頼があってこそ、率直に意

見交換することができ、チームワーウを発揮させ

ることができる。

専門領域のコア技術と高い研究開発力を持つデ

ルフィの従業員にとって、彼らが板挟みになって

いたのである。一方で、彼らは京西重工のない優

れた技を掌握して、強い優越感を持っている。し

かしながら、彼らの経営状態がよくないため、経

営者に売却され、不平な気持ちを持っていた。こ

のような両方の圧力の下で、彼らの自尊心が他人

よりもっと強い。そこで、従業員の尊重を勝ち取

るためには、京西重工はどのようなことに取り組

めれば良いのであろうか。京西重工は彼らの学生

として技術を学ばなければならないが、彼らを管

理しなければならない。それは京西重工にとって

大きな挑戦となっている。従って、京西重工は「融

合とイノベーションJという理念を打ち出した。
より良い被買収側に対して尊重を表すため、買

収が完結した際に京西重工は一年以内にリストラ

しないと宣言した。これによって一定程度、従業

員に安心感を与えた。資産を受け渡す時、同時に
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ポーランド工場が労働組合を通じて京西重工に多

くの問題を出していた。京西重工はこれらの問題

を回避することなく、厳粛に現地の法律と契約書

によって処理すると承諾し、その後も確実に承諾

した通りに問題を解決したo

2012年までに京西重工はすでにチームの中核と

なるメンバーと良好な交流ができて、お互いに尊

重する深いよしみができた。こんな基礎の上で、

京西重工はいくつかの新しい事を始めた18)。

日、プランド力の向上

デルフィを買収することが京西重工のハイエン

ドの部品市場へ参入する、第l歩となる。京西重工

は多くの取り組みを並行して進め、「デルフィJで
はなく、自分に属する“BWI"(Beijing West Industry) 

のハイエンドのプランドを作っているo

デルフィというプランドが買収契約に含まれて

いないため、買収後に買収側としての京西重工が

双方の合意に達した後に重要となる仕事は、直ち

に関連している会社の名称を変更することであ

る。得意先に誤解をもたらさないように、京西重

工はデルフィと交渉し、買収後に半年間にデル

フィのプランドを使用することができた。つまり、

資産を受け渡してから半年以内に京西重工は「京

西重工」と「デルフィ」という2つのプランドを同

時使うことができるo

ハイエンドの自動車部品の自主プランドを構築

することが京西重工の望みである。その宣伝とし

て、上海国際自動車部品展に出展する取組だけで

なく、北京で開催した国際自動車部品展にも参加

し、全力で iBWIJのブランドを宣伝した口

同時に、デルフイの元取引先との関係を引きと

めるため、京西重工の上部の管理者たちが自ら経

営チームを連れて、ジャガーランドローパー、ア

ウデイ、 BMW、上海VWなどの会社を訪問し、彼

らにBWIという全く新しいプランドを紹介した。

京西重工の考えとしては、取引先を引きとめるこ

とができれば、自然に組織全体の従業員の心を引

きとめることができると考えたのである。

2012年の上半期に京西重工の房山工場は80万

セットの注文書を受け取り、 20万台に相応する自

動車にサスペンションを提供することができた。

京西重工はすでに順調にアウデイ、 BMWなとをのハ

イエンドの完成車メーカーとの取引ができ、将来

の発展にわりに良い基礎を打ち立てた問。

出、国内市場の打開

ブランド以外、京西重工も更に一歩を進む。そ

れは、中国で世界レベルの部品製造工場を設立す

ることである。

房山工場の設立がまさにこの戦略の第一段階だ

と言える。京西重工の房山プロジェクトの第一期

工事の投資が約3.6億元で、生産が開始した年は、

5億元の販売収入を見込んでいる。将来的に、京西

重工はさらに400万を投資し、必要な時期に第二期

のサスペンションとプレーキの工場を設立する。

プロジェクトがすべて完成した後に合計面積が約

35， 000平方メートル、総投資が約20億元を予想し

ている。房山プロジェクトは京西重工の六つ目の

生産工場になる。

今後、京西重工は世界レベルの自動車部品製造

工場の設立を通じて、本部の管理組織のフラット

化、技術開発組織のフラット化を構築していくこ

とができる。また経営の、国際化経営によって、

コア技術を持つ世界レベルな自動車部品総合企業

になるために努力している。

言うまでもなく、首鋼グループの持株会社とし

て、京西重工は首鋼が北京地区でモデルチェンジ

する重点プロジェクトである。首鋼グループの計

画としては、第一期、第二期の工事を通じて研究

開発センター、研修センターなどを設立していく。

房山区で最終的には京西重工の管理センター、財

務センター、技術サポートセンターとハイエンド

の部品製造センターを設立し、首鋼が北京でモデ

ルチェンジする経済発展の重要な柱と期待してい

る。

調査によると、首鋼グループは移転調整段階で

ある。北京で鋼鉄の生産が年末に停止することを

きっかけにして、積極的に北京地区でのモヂル

チェンジに向けて努力している。そのモデルとし

ては、ハイエンドの材料、ハイエンドの設備、自

動車の部品、生産性のあるサービス業、文化創意

産業などである。 3--5年以内に、北京地区での販売

収入を10∞億元までに高めることが目標である制。
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第三章 中国の自動車部品産業における

戦略資産取得

第二節で北京京西重工を戦略的資産取得の事例

として詳しく分析した。北京京西重工が設立時か

らデルフイの戦略的資産を目指し、中国の自動車

部品市場における競争優位を獲得する目的で買収

を成功にさせた。この形式はダニングが提出した

戦略的資産取得に適合すると思われるo 対外直接

投資し、海外の成熟企業を買収することで、海外

市場を獲得する目的ではなく、戦略的資産を入手

し、逆に国内市場向けに技術開発、マーケティン

グなどを強化することで、外資企業から市場を奪

い返す。

中国の自動車部品市場がまだ戦略的資産取得を

運用できているまでは言えないが、この傾向にあ

ると，恩われるo2∞9年から20日の二年間に中国の
自動車部品産業が急速に拡大し、企業統合、買収

などの事例が多くなっている21)。中には、対外直

接投資の形で海外事業を買収するケースも少なく

ない。

これらの事例が近年に行われたため、買収後に

売上高などの詳細なデータがまだ発表されていな

図表5 2009-2011年 自動車部品メーカ一再信状況概観

時期 プロジェクト名称 概況

2(粉年2月 灘柴動力股扮有限公司によるフランスエンジンメー

カー波文 (Bowen)の買収

2(削年 万向集団によるアメリカ環球控制系統公司の買収

2∞9年 灘柴動力、山東工程機械および山東汽車集団の3社合併

により山東重工設立

2(却9年11月2日 北京京西重工有限公司による徳爾福 (Delphi)事業の 京西重工が徳爾福 (Delphi)のダンパーお

買収 よぴプレーキ事業を買収。買収総額約9，∞o
万米ドル。

2010年1月15日 吉利控股集団と蘭州市政府による蘭州生産基地の建設 政府と企業の連携により乗用車・部品の製

造と自動車工学研究を一体とする産業基地

計画。

2010年6月30日 鄭州建設汽車零部件産業基地 河南中牟県と中国汽車零部件工業公司の共

同出資による中国汽車零部件(鄭州)の産

業拠点設立計画。5年以内に中国最大の自動

車部品産業基地とする予定。

2010年7月12日 北京太平洋世紀汽車系統有限公司とアメリカGMが正 GM傘下の部品事業、耐克斯特 (Nexteer)

式署名に合意。 の株式1庇胤および関連資産(知的財産権を

含む)を買収。買収総額4億米ドル以上。

2011年4月8日 中航工業汽車および北京亦庄国際による耐世特汽車系 中国自動車部品業界史上最大の合併買収。

統公司買収。中岡本部を北京経済技術開発区に設置。 中米間最大の合併買収でもある。また、中

聞に自動車部品メーカーが主要部品システ

ムでトップレベルの技術、製品、ユーザー、

成熟した人材と管理チームを有し、産業規

模、技術水準においても上位にあることを

示した。

出所:日本貿易振興機構(ジェトロ)(2012a) p.12-13 
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い。しかし企業買収後、市場での活躍などが多々

見られ、部品産業の競争力を上げたことは確かだ

といえる。買収企業の目的は主に技術獲得、プラ

ンド力の向上、しかも、圏内市場獲得を目指し活

動している。これらの事例について具体的な分析

は本稿において省略しているが、自動車部品産業

の戦略的資産取得の事例だと考えれば良いだろ

ヴ。

北京京西重工の事例と以上の買収のケースを踏

まえ、中国の自動車部品産業における戦略的資産

取得について筆者は以下の提言をしたいと思う。

l、政府の援助

まず、政府の援助が必要となる。

中国の自動車部品業界は国家政策のサポート無

くして成り立たないと言っても過言ではない。

2010年9月6日に公布された『企業の合併再編促進

に関する国務院意見jにおいて、自動車業界は合

併再編促進リストのトップに記載されている。当

該『意見jの公布後、業界合併再編の具体的な細

則に相当する『自動車企業合併再編促進の指導意

見Jが公布され、中国国家が自動車業界全体にか
ける意気込みが、見て取れる。

第一章で述べたように、自動車産業の飛躍的な

発展を見込み、自動車部品企業の数が年々約10%

の増加率で増えつつある。乱立する自動車部品

メーカーが中国自動車部品産業における大きな課

題となっている。この時点で、数社が合併し大企

業に統合するためには国家の政策が必要だと言え

る。

また、戦略的資産取得の視点から見ると、海外

企業を買収することが国家聞の経済交流だと考え

ても良いだろう。国家を超えてビジネスをするに

は、当然政策や法律などの問題に関わってくる。

その時、政府による有効かっ効率的な政策があれ

ば戦略的資産取得の成功に繋がるであろう。

北京京西重工の事例分析のように、買収を行う

際に京西重工がデルフィから信頼を得るタイミン

グは京商重工が速やかに政府から営業許可証を獲

得する時だ。さらに、買収後には様々なことに関

して北京市政府が手助けを行った。そう考えれば、

政府がこの買収で重要な役割を果たしたとも言え

るロ

また、中国政府が現在、買収合併を促進するこ

とに取り組んでいるが、買収に関して実際な取組

や、買収後に関する援助などがまだ少ない。もし

政府は海外買収に対しての態度が拍手して喝采す

るから企業が必要とする市場を育成するまでに変

換することができるなら、部品産業も急速に発展

することができるだろう。

2、共同出資

次は、戦略的資産取得を成功するためには、多

数の会社は共同で出資することが重要である。

中国の部品産業の現状から見ると、政府が政策

を打ち出したが、 30年間の「過小規模の企業が乱

立している」という状況が簡単に変えることでは

ない。企業数の増加の中、実力のある大会社が実

際に増加傾向にはなかった。

第二章で分析したように、企業の競争力向上、

日系自動車メーカーとの取引を増やすため、戦略

的資産が必要である。しかし、それらの戦略的資

産が常に海外にあるので、そんなに簡単に獲得す

ることはできない。たくさんの事例からすると、

技術、プランド力といった戦略的資産を取得する

には、一定の資産能力が必要だと考えられる。従っ

て、現在の中国部品企業にとっては、一社単独で

対外直接投資し、海外企業を買収することは非常

に難しい。そこで、数多くの企業を統合し、ある

いは、買収する際に、共同買収という形で対外直

接投資を行えば戦略的資産取得が可能になるだろ

つ。

北京京西重工の場合は、首鋼総公司、北京房山

国資委と民営自動車企業天宝グループの三社の投

資を行うことによって成功することができた。買

収価格が9億元になり、それは自動車部品産業の最

大な買収金額で、あった。

また、中国自動車部品産業の中米間の最大の質

収合併事例として20日年4月8日に行われた北京中

航工業汽車および北京亦庄国際による耐世特汽車

系統公司買収も同様の事例と言える。これは、二

社の共同買収で、あった。
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3、事業買収

最後に、戦略的資産を取得するには、会社買収

ではなく、事業買収の方が現在の中国の自動車部

品産業に対して良いだろう。

ここでは、会社をまるごと買収するのがよくな

いというわけではない。ただ、中国自動車部品産

業の現状から見ると、事業買収の方が進めやすい

ため、適合的だと思われるロ

北京京西重工はデルフイのサスペンション、プ

レーキ事業を買収した。また、北京太平洋系統有

限公司はGM傘下のNexteerとのプランドの事業

を買収したロ

事業買収が会社買収より金額が低いだけではな

く、買収後の管理の難しさも低いと思われる。そ

れは資産能力と管理能力が低い中国企業にとって

適合的な道ではなかろう。一方、自分が必要な技

術を買収する。すなわち「対症下弱jという病状

に応じて投薬する効果もつながるo さらに、事業

買収は会社買収と比較して、機会がはるかに多い

と考えられる。

終わりに

これまで、述べてきたように、中国自動車市場

の20%のシェアを持ち、「ものづくりJで誇りを持
つ日系自動車メーカーに対して、現在の中国自動

車部品メーカーの技術力はまだまだ信用できない

レベルにある。日系自動車メーカーがコスト削減

のために、今後中国系部品メーカーから調達する

ような取組が見込まれる。そこで、中国系自動車

部品メーカーが日系メーカーとの取引を増やすた

め知何に技術力を向上できることが課題になる。

この課題に対して、筆者はICf産業で示された

戦略的資産取得という手法を提出し、課題対策と

して分析した。京西重工によるデルフイの事業買

収の事例を考察することで、対外直接投資による

戦略的資産取得が中国部品産業において技術獲

得、競争力強化という効果につながることが証明

できた。

なお、本稿では限界があるために、それぞれの

章で展開しながら、十分に議論できなかった点が

いくつかあり、それぞれの課題を残している。こ

れらの課題は今後の課題として挙げておきたい。

まず、第二章では中国の自動車部品産業の課題

として五つ指摘することができる。すなわち、 l、

深刻な需給バランスの崩壊と確立されていない

パートナーシップ、 2、周緑化する現地自動車部品

企業、 3、乏しい自主開発能力とプランドの欠知、

4、未完備のアフターサービス、 5、コスト管理の

重圧である。本稿では、日系自動車メーカーが一

番重要視する「技術力とプランド力Jについて検
討したが、残りの四つの課題がまだ解決されてい

ない。中国自動車部品産業の競争力を全面的に上

げるには、技術力の向上が無論大事となるが、他

の課題も非常に重要だと考えられる。これらは今

後の諜題である。

次に、対外直接投資による戦略的資産取得が中

国部品産業に対して技術獲得、プランド力向上に

は有効な方法だと証明されたo だが、その買収の

前提と買収後に戦略的資産の運用を考えなければ

ならない。すなわち、資産能力と管理能力の両方

を備える大会社のことである。資産能力に関して、

国家の政策に従って、「乱立する部品メーカーの統

廃合」、「新基準の設定Jr外国技術の吸収Jなど
で、今後、資産能力を備える大会社が増えるのだ

ろう。しかし、それは長い時間を要するものと思

われる。管理能力については、現在中国部品産業

の現状から考えれば、国家と経営者が意識的に管

理能力を育てる必要があるだろう。そうでなけれ

ば、 M&Aをしても管理能力がなかなか向上できな

いと考えられる。そのためには、国家と中国の経

営者たちの「管理能力を知何に育てるのかJといっ
たことも今後の課題であるo

また、会社外部の視点から考察すると戦略的資

産取得は有効だが、会社内部から見ると、中国部

品企業はやはりこれまでの「模倣戦略Jではなし
着実に研究開発に力を入れる必要があると思われ

る。

最後に、中国部品産業の振興策としての戦略的

資産取得が本稿よって証明された。プロセスの比

較や提言は中国系部品企業が中国部品市場を獲得
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する経営戦略の策定または調整に指導的な意味が

あるだろう。しかし、本稿は中国自動車部品産業

における戦略的資産取得に関するー研究に過ぎな

いため、今後より多くの事例分析が必要だと考え

られる。今後の課題として、戦略的資産取得に関

するより深い理解と部品産業における事例研究に

ついて、今後も取り組んでいきたい。
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